
 資料１  
 

令和７年第３回定例会 土木企業立地推進委員会資料 

【土木部報告事項】 
 
 

１ 令和８年度国土交通省関係予算概算要求の概要  

○一般会計             約７兆  ８１２億円（対前年度１．１９倍）  
   公共事業関係費         約６兆２，８２０億円（対前年度１．１９倍）  
    うち 社会資本整備総合交付金 約  ５，８６２億円（対前年度１．２０倍）  
       防災・安全交付金     約１兆  １８５億円（対前年度１．２０倍）  
 ※「第１次国土強靭化実施中期計画」に基づく取組の推進に必要な経費等については、 

事項要求を行い、予算編成過程において検討する。 
○施策の柱 
① 国民の安全・安心の確保 

  ② 持続的な経済成長の実現 

  ③ 個性をいかした地域づくりと持続可能で活力ある国づくり 
 

２ 土木部事業の主な動き  

 

（１）幹線道路網の整備について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別添１  

県道飯岡石岡線バイパス  

石岡市石岡 約０．４ｋｍ区間 ８月２０日開通 

（２）首都圏中央連絡自動車道４車線開通について  ・・・・・・・・・・・・・ 別添２  

    つくば牛久ＩＣ～牛久阿見ＩＣ及び阿見東ＩＣ～稲敷ＩＣ ８月２９日開通 

（３）大洗港区保有土地の売却について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別添３  

（４）下水道管路の全国特別重点調査（優先実施箇所）の結果について ・・・・・ 別添４  

（５）建設フェスタ２０２５の開催結果について ・・・・・・・・・・・・・・・ 別添５  
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 別添１  

県道飯岡
いいおか

石岡
いしおか

線バイパス 

（石岡市中津川
なかつがわ

～国府
こ く ふ

） 

 

○県道飯岡
いいおか

石岡
いしおか

線は、かすみがうら市から石岡市を結ぶ広域的な幹線道路であるとともに、

沿線地域の日常生活を支える重要な路線です。 
 
○このうち、石岡市中津川

なかつがわ

～国府
こ く ふ

地内までの約２．３ｋｍ区間について、現道の狭隘区間

の解消および国道６号や国道３５５号等へのアクセス性の向上を目的としたバイパス整

備を進め、この度、約０．４ｋｍが完成し、８月２０日に全線開通いたしました。 
 
○本バイパスの開通により、主要な幹線道路へのアクセス性が向上し、地域の更なる発展

に寄与するものと期待されます。 
 
○開通区間の概要 
 延 長：約０．４ｋｍ（全体約２．３ｋｍ） 
 開 通 日：令和７年８月２０日 
 
 
 

供用済み 
L＝１．９km 

県道飯岡石岡線バイパス 
L＝２．３km 

今回開通 
Ｌ＝０．４km 
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 別添２  

 

圏央道(つくば牛久ＩＣ～牛久阿見ＩＣ・阿見東ＩＣ～稲敷ＩＣ)４車線開通 

 

ネクスコ東日本及び国土交通省が整備を進めている圏央道の４車線化について、

つくば牛久ＩＣから牛久阿見ＩＣまでの約６．１ｋｍ区間及び阿見東 IＣから稲敷

ＩＣまでの約６ｋｍ区間が８月 29 日に開通しました。この開通により、円滑な交通

の確保や重大事故の減少などが期待されます。 

残りの区間につきましても順次開通し、令和８年度までに全線開通する見通し

となっております。 

 

【開通概要】 
路線名 開通区間 開通日 

圏央道 

〇つくば牛久ＩＣ～牛久阿見ＩＣ 

延長約 6.1km 

〇阿見東ＩＣ～稲敷ＩＣ    

延長約 6.0km 

８月２９日（金） 

 

【位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 

 今後の開通予定（茨城県内） 

・令和７年度：つくば中央ＩＣ～つくばＪＣＴ 

・令和８年度：五霞ＩＣ～境古河ＩＣ 

       坂東ＩＣ～つくば中央ＩＣ 

       牛久阿見ＩＣ～阿見東ＩＣ 

       稲敷ＩＣ～千葉県境（神崎ＩＣ） 

つくばみらいスマート IC(事業中) 

西 

 

令和７年８月２９日 
４車線運用開始 
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 別添３  

大洗港区保有土地の売却について 

 
 県が(株)Oaraiクリエイティブマネジメントへ事業用借地権設定契約により貸付けている

下記の土地につきまして、同社より契約に基づく優先買取権による買受の申出があり、８月

下旬に売却いたしました。 

これにより、同地の商業施設の運営が継続され、引続き大洗港区の振興に寄与することが

期待されます。 

 

 １ 売却先 

  事 業 者：(株)Oaraiクリエイティブマネジメント 

代表取締役：常盤 良彦 

  所 在 地：東茨城郡大洗町港中央11番２ 

  事 業 内 容：直売所、物産所の運営等 

 

 ２ 売却地の概要 

  土地の所在：東茨城郡大洗町港中央11番２ 

  地   目：雑種地 

  面   積：17,375.22㎡ 

  借 地 期 間：平成17（2005）年９月～令和７（2025）年８月 

 ３ 売却価格 

  金 337,079,268円 

 

 ４ スケジュール 

  契 約 日：令和７年８月13日 

  土地引渡日：令和7年８月25日 

© Google 赤枠：売却地 

大洗シーサイドステーション 
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 別添４  

下水道管路の全国特別重点調査（優先実施箇所）の結果について 

 

２０２５年１月に発生した埼玉県八潮市の道路陥没事故を受けて、国から要請があった「全

国特別重点調査」について、国が９月１７日に優先実施箇所の調査結果を公表しましたので、

本県の調査結果及び今後の対応について報告いたします。 

 

１ 調査対象  

内径２ｍ以上かつ、設置・改築後に３０年以上 

経過している県管理下水道管路（約40.6㎞） 

・優先実施箇所（約31.5㎞）【今回報告】 

埼玉県八潮市と類似の条件下等の管路   

・優先実施箇所以外（約9.1㎞） 

２０２６年２月末に国へ調査結果を報告予定 

         

 

２ 調査手法 

  テレビカメラによる調査。調査の結果により、合わせて路面下空洞調査を実施。 

 

３ 調査結果 

判定項目 要対策延長 空洞 対象市町村（＿は緊急度Ⅰのみ） 

緊急度Ⅰ(※1) 10.5 km 0箇所 土浦市、かすみがうら市、牛久市、龍ケ崎市、

利根町、ひたちなか市、東海村、神栖市 緊急度Ⅱ(※2) 5.2 km 0箇所 

合計 15.7 km 0箇所  

※１ 緊急度Ⅰ：速やかな対策を実施（原則１年以内）。 

※２ 緊急度Ⅱ：応急措置を実施した上で、5年以内に対策を実施。 

 

４ 今後の対応 

・要対策箇所については、対策の検討を実施しており、対策工事の早期完了を目指す。 

・国に対して、工法検討・工事の進め方などの技術的な支援に加え、確実な予算の確保 

について、全面的な支援を要請していく。 

・道路異変の早期発見、陥没事故の未然防止のため、緊急度Ⅰと判定された区間において

は、定期的に「路面下空洞調査」・「路面巡視」を実施していく。 

・調査結果や道路に異変を発見した際の問合せ先として、「全国特別重点調査結果に関す 

る相談窓口」を下水道課に設置。（連絡先：029-301-4684、4690） 

那珂久慈 

鹿島臨海 

霞ケ浦湖北 

霞ケ浦常南 
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 別添５  

建設フェスタ 2025 の開催結果について 

 
茨城県、国土交通省及び建設関連の各種団体等が一体となり、県民の暮らしや経済活動

に不可欠な社会資本整備の重要性と建設産業の魅力を広く県民に伝えることを目的に「建

設フェスタ 2025」を 10月４日に開催いたしました。 

今年度で 30 回目の開催となり、建設機械の体験搭乗など様々な体験イベントを通じ、主

に小学生やその保護者の方に対し建設産業の役割や魅力をＰＲすることで、次世代の担い

手確保に繋げてまいります。 

 

○ 日  時  令和７年 10月４日（土） 9：00～15：30 

○ 会  場  笠松運動公園 山新スイミングアリーナ前特設会場 

○ 主  催  建設フェスタ実行委員会（事務局：県建設業協会、県土木部） 

○ 内  容  ・茨城県土木部、国土交通省、各団体等による事業説明パネルの展示 

・建設機械、高所作業車等の体験搭乗、記念撮影 

・ミニ上棟式 

・消波ブロック製作体験 

・建設機械シミュレータ操作体験 

・親子競演丸太切り、クイズラリー など 

○ そ の 他  入場者数 ：１万６千人  ※参考：令和６年度 １万２千人 

～ 建設フェスタの様子 ～ 

 
 
 
 
 
 
 
 

会場 重機ゲート               ミニ上棟式 

    

 

 

 

 

 

 

 

重機ショー              建設機械展示 
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

                             所管部局課 土木部 港湾課      
 

１ 出資法人の概要 

① 法人の名称 鹿島埠頭株式会社 

② 所 在 地 神栖市東深芝８番地 

③ 設立年月日 昭和４３年７月１日 

④ 代 表 者 名 代表取締役社長 岡村 弘志（常勤） 

⑤ 基 本 財 産 資本金 ３００，０００千円 

⑥ 設 立 根 拠 会社法第２編第１章 

⑦ 設 立 目 的 

・経 緯 

鹿島臨海工業地帯の中核をなす鹿島港において、公共埠頭の効率的な管

理･運営と曳船・通船等の港湾サービス事業を一貫して行うため、茨城

県・地元自治体（鹿嶋市・神栖市）及び民間企業の共同出資により設立。 

⑧ 組 織 

役職員数 
(R7.7.1現在) 

取締役 10人 監査役３人 常勤職員 123 人 嘱託・臨時５人 

組織機構 

      
総務課      

  
代表取締役社長 

 
総務部     企画振興課 

      
      

  
  経理課 

      
   

      
    

      
   

船舶課 
取締役   船舶部     

      船舶営業課   
  

   

監査役   
    

  
   

埠頭業務課 
  

  
    

  業務部     船舶代理店課    
         

  物流営業課       
 

 

⑨ 出資状況 

 

 

（上位５団体、出資者名、金額、割合） 

茨城県  150,000 千円(50.0%)  横浜川崎曳船㈱ 30,000 千円(10.0%) 

㈱常陽銀行 14,000 千円( 4.7%)  日本製鉄㈱    12,000 千円( 4.0%) 

鹿島石油㈱ 12,000 千円( 4.0%) 

⑩ 資 産 状 況 
(令和 7 年３月末現在) 

 

 

                           （単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

２，３３７，７４４ 

４，１６２，６０６ 

現金預金、売掛金等 

船舶等 

資 産 合 計 ６，５００，３５１  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

 ２５７，９４０ 

１，３７３，９５７ 

買掛金等 

退職給付引当金等 

負 債 合 計 １，６３１，８９７  

純 資 産 合 計 ４，８６８，４５３  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 
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２ 令和６年度事業実績 

①事業内容 

  ア 曳船事業 

鹿島港及び茨城港（大洗港区、常陸那珂港区）において、曳船船隊を稼動させ、入出

港船舶に対して安全かつ迅速な離着岸ができるよう良質なサポートを提供した。 

  イ 通船事業 

鹿島港において、入港船舶の綱取り作業や危険物積載船舶の警戒、旅客輸送等の各種

業務を行い、安全で質の高い港湾サービスの提供に努めた。 

  ウ 倉庫事業 

公共港湾機能を補完するとともに、南公共埠頭に荷揚げされるバラ貨物（肥料・飼

料）を中心に、荷主との緊密な連携を図り、効率的な倉庫運営に努めた。 

  エ 船舶代理店業 

船会社の多様なニーズに応えた質の高い港湾サービスの提供に努めた。また、関係機

関と利用者間の調整役として緊密な連携を図りながら、入出港船舶の安全と円滑な港湾

利用に努めた。 

  オ 受託事業等 

港湾管理者（茨城県）から、公共埠頭内港湾施設、船員待合所及びプレジャーボート

用泊地の管理業務を受託し、港湾施設等の適切な管理運営に努めた。 

鹿島清港会の清掃業務の委託を受け、港内の環境美化に努めるとともに、鹿島港振興

協会の事務局として、鹿島港の利用促進と使いやすい港づくりを推進し、港の発展、振

興を図ることを目的とした各種事業に取り組んだ。 

 ②収支状況                             (単位：千円)  

 金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

２，９３８，１７５ 

８０，１２５ 

曳船料、通船料、保管料等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ３，０１８，３００  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

２，６８９，１５４ 

２４，０８９ 

船費、人件費等 

支払利息等 

経 常 費 用 計 ② ２，７１３，２４３  

経常利益③（①－②） ３０５，０５７  

特 別 収 益 計 ④ ０  

特 別 損 失 計 ⑤ ７９３  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
３０４，２６４  

法 人 税 等 ⑦ ９２，５６４ 法人税、住民税及び事業税 

当期純利益⑧（⑥－⑦） ２１１，７００  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ２，４３６，７５４  

積 立 金 ⑩ ２２０，０００ 船舶特別積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
２，４２８，４５３  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 

③補助金等の受入状況                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金   

補 助 金   

委 託 金 １３０，６６２ 鹿島港管理業務委託等 

貸 付 金   

損失補償限度額年度末残高   
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３ 令和７年度事業計画 

①事業内容 

ア 曳船事業 

鹿島港及び茨城港（大洗港区、常陸那珂港区）における曳船事業 

イ 通船事業 

綱取り作業、危険物積載船舶の警戒業務、港内遊覧船の運航等 

ウ 倉庫事業 

南公共埠頭倉庫等の管理運営 

エ 船舶代理店業 

船舶入出港時の曳船の手配等 

オ 受託事業等 

茨城県受託事業（鹿島港管理業務委託等） 

海上災害防止業務等 

 ②収支計画 
                     (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

２，６３８，４２４ 

５２，１８８ 

曳船料、通船料、保管料等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ２，６９０，６１２  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

２，５８３，６１２ 

７，９７９ 

船費、人件費等 

支払利息等 

経 常 費 用 計 ② ２，５９１，５９１  

経常利益③（①－②） ９９，０２１  

特 別 収 益 計 ④ ６８，３６２  

特 別 損 失 計 ⑤ ２８５  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
１６７，０９８  

法 人 税 等 ⑦ ５８，０３８ 法人税、住民税及び事業税 

当期純利益⑧（⑥－⑦） １０９，０６０  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ２，４２８，４５３  

積 立 金 ⑩ ２１０，０００ 船舶特別積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
２，３２７，５１３  

 ③補助金等の受入予定                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金   

補 助 金   

委 託 金 １３５，４９９ 鹿島港管理業務委託等 

貸 付 金   

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

                             所管部局課 土木部 港湾課      
 

１ 出資法人の概要 

① 法人の名称 株式会社茨城ポートオーソリティ 

② 所 在 地 那珂郡東海村大字照沼７６８番２７号 

③ 設立年月日 平成９年９月１日（平成１９年４月１日合併） 

④ 代 表 者 名 代表取締役社長 林 利家（常勤） 

⑤ 基 本 財 産 資本金 ２，９４７，８００千円 

⑥ 設 立 根 拠 会社法第２編第１章 

⑦ 設 立 目 的 

・経 緯 

茨城港（日立港区、常陸那珂港区、大洗港区）の効率的な管理運営及び振

興を推進するとともに、ひたちなか地区の都市づくりを担い、更には大洗

港区及び日立港区の後背地開発への参画に取り組むなど、地域社会の発展

と振興を図ることを目的に平成 19年４月１日に合併発足した。 

⑧ 組 織 

役職員数 
(R7.7.1現在) 取締役 16人 監査役３人 常勤職員 27 人 嘱託・臨時 24 人 

組織機構 

        企画・港湾振興課      
企画・振興室   

          都市事業課 
代表取締役社長   

    

  総務部    総務課 
 
  

     
   

        
    

 
 常務取締役 

   
 
 

業務課   
  港湾部 

 
 

 
   

       
 

施設管理課   
取締役    

  
 
 

  
   

   
 

 
      

   
 

 
  常勤監査役    大洗支社   

 
フェリー事業課                  

 

 

⑨ 出資状況 

 

 

（上位５団体、出資者名、金額，割合） 

茨城県    1,561,326千円(53.0%) ひたちなか市 247,022千円( 8.4%) 

東京電力HD㈱ 143,490千円( 4.9%) ㈱日立製作所 138,041千円( 4.7%) 

㈱常陽銀行   123,511 千円( 4.2%) 

⑩ 資 産 状 況 
(令和７年３月末現在) 

 

 

                           （単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

２，３３５，４１４ 

４，６７９，７８２ 

現金預金、売掛金等 

建物等 

資 産 合 計 ７，０１５，１９６  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

５７３，１４８ 

３７３，３１８ 

買掛金等 

退職給付引当金等 

負 債 合 計 ９４６，４６５  

純 資 産 合 計 ６，０６８，７３１  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 
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２ 令和６年度事業実績 

①事業内容 

  ア 港湾管理事業 

・県から、茨城港の公共埠頭管理業務や監督船運航業務等を受託し、港湾利用者のニー

ズを踏まえて調整業務を行うなど、港湾施設の適正かつ適切な管理運営に努めた。 

・北関東自動車道や圏央道など、広域的な交通インフラの整備効果を活かした茨城港の

利便性等をＰＲするため、県、地元市町村及び各港区の振興協会と連携して、各種セ

ミナーを開催するなど、荷主企業等へのポートセールスを実施した。 

・常陸那珂港区において、新たなコンテナ航路誘致や既存航路の維持拡充を図るため

に、引き続き県や地元市村と連携し、コンテナ貨物集荷促進事業を実施した。 

  イ 港湾業務事業 

   ・常陸那珂港区において、JERA 関係船の大型石炭船及び内航貨物船に加え、外航船を含

むクルーズ船の船舶代理店業務を実施するとともに、船会社や港湾運送事業者等と密

接な連携を図りながら、曳船及び給水作業等のポートサービスを提供した。 

   ・大洗港区において、クルーズ船の船舶代理店業務を実施するとともに、フェリー会社

等の港湾利用者に対して曳船及び給水作業等のポートサービスを提供した。 

・大洗港区において、フェリー会社のニーズを的確に捉え、円滑な運航のための船内・

沿岸荷役の支援等、運送業務におけるポートサービスを提供した。 

ウ 港湾施設賃貸等事業 

・常陸那珂港区において、港湾利用者と調整を行いながら、荷さばき地等の貸付業務を

継続するとともに、保税蔵置場の適正かつ適切な管理に努めた。また、大洗港区にお

いても、荷さばき地等の貸付業務の円滑な運営に努めた。 

・常陸那珂港区の中央ふ頭Ｄ岸壁後背地の供用開始に向けて、県や港湾利用者との利用

調整を実施した。 

・常陸那珂港区において、コンテナ荷役等に必要なリーチスタッカー、フォークリフ

ト、トラクターヘッド等の荷役機械を賃貸し、荷役業者の作業効率化及び低コスト化

に寄与した。 

・常陸那珂港区において、北ふ頭地区内にある物流倉庫「IPACひたちなか北ふ頭物流サ

イト」を賃貸し、港湾利用者のニーズを踏まえた効率的な管理運営に努めた。 

・大洗港区において、自社ビル内の一部をフェリー会社や物流会社へ継続して賃貸する

など、フェリー乗客をはじめとする港湾利用者に対して、安全で快適な施設の提供に

努めた。 

エ 都市づくり推進事業 

・ひたちなか地区の商業・業務地区における社有地を、広域型商業施設用地として引き

続き賃貸し、地区の賑わい創出に寄与した。 

・総合住宅展示場「すまいりんぐ・ひたちなか」において、ハウスメーカー等15社が17

区画に出展しており、施設運営会社と協調して、活気ある展示場運営に努めた。 

・ひたちなかセンター地区の未利用地について、各種イベント開催時の会場、ひたちな

か海浜公園や近隣商業施設の臨時駐車場として短期貸付を実施し、地区のより一層の

賑わい創出に努めた。 

・総合案内窓口「ひたちなかインフォメーションセンター」の管理運営を実施し、港内

の各種施設や発電所、工場等の見学案内を行ったほか、ひたちなか市産業交流フェス

タなどのイベントに参加し、当地区の魅力度向上とＰＲ活動に努めた。 

・常陸那珂港区の港湾関連用地を活用し、賃貸事務所施設や駐車場施設を提供する不動

産賃貸事業を実施し、港湾の利用促進に努めた。 
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 ②収支状況                             (単位：千円) 

 
金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

３，８１１，０９７ 

９，３９９ 

港湾管理収入、港湾業務収入等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ３，８２０，４９６  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

３，６０３，８０７ 

０ 

売上原価、一般管理費、人件費等 

 

経 常 費 用 計 ② ３，６０３，８０７  

経 常 利 益 ③ 

（①－②） 
２１６，６８９  

特 別 収 益 計 ④ ０  

特 別 損 失 計 ⑤ ０  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
２１６，６８９  

法 人 税 等 ⑦ ６２，０８５ 法人税、住民税及び事業税 

当 期 純 利 益 ⑧ 

（⑥－⑦） 
１５４，６０４  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ８７０，２２９  

積 立 金 ⑩ １００，０００ 別途積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
９２４，８３３  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 

③補助金等の受入状況                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 ０  

補 助 金 ０  

委 託 金 ６０６，２３２ 公共埠頭管理業務委託等 

貸 付 金 ０  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
０  
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３ 令和７年度事業計画 

①事業内容 

  ア 港湾管理事業 

・茨城県受託事業（常陸那珂港区公共埠頭管理業務委託等） 

・港湾振興事業   

イ 港湾業務事業 

・ポートサービス事業（船舶代理店業務） 

ウ 港湾施設賃貸等事業 

・荷さばき地等管理事業 

・荷役機械等貸付事業 

・IPACひたちなか北ふ頭物流サイト管理運営事業 

・大洗港フェリーターミナルビル管理運営事業 

エ 都市づくり推進事業 

・商業・業務施設用地等賃貸事業 

・総合住宅展示場運営事業 

・ひたちなか地区暫定貸付事業 

・ひたちなかインフォメーションセンター運営受託事業 

・臨港地区不動産賃貸事業 

②収支計画                             (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

３，９５９，２９２ 

７，５００ 

港湾管理収入、港湾業務収入等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ３，９６６，７９２  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

３，８１５，３１６ 

０ 

売上原価、一般管理費、人件費等 
 

経 常 費 用 計 ② ３，８１５，３１６  

経 常 利 益 ③ 

（①－②） 
１５１，４７８  

特 別 収 益 計 ④ ０  

特 別 損 失 計 ⑤ ０  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
１５１，４７８  

法 人 税 等 ⑦ ４６，１４０ 法人税、住民税及び事業税  

当 期 純 利 益 ⑧ 

（⑥－⑦） 
１０５，３３６  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ９２４，８３３  

積 立 金 ⑩ １００，０００ 別途積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
９３０，１６９  

 ③補助金等の受入予定                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 ０  

補 助 金 ０  

委 託 金 ６１７，９５８ 公共埠頭管理業務委託等  

貸 付 金 ０  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
０  
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事 項 予 算 額 特 定 財 源 一 般 財 源

県 議 会 事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

労 働 委 員 会 事 務 局

会 計 事 務 局

総 額 に 対 す る 比

千円）（単位

％％

予 算 額 一 般 財 源

総 務 部

政 策 企 画 部

県 民 生 活 環 境 部

防 災 ・ 危 機 管 理 部

営 業 戦 略 部

福 祉 部

保 健 医 療 部

１． 令和７年度 一 般　会　計　予　算　各　部　局　別　一　覧　（今回補正を含む）

2,018,309 252,453 1,765,856 0.16 0.20

174,507 19 174,488 0.01 0.02

149,935 15 149,920 0.01 0.02

133,110 16 133,094 0.01 0.01

1,259,149 64,987 1,194,162 0.10 0.13

371,924,556 4,646,284 367,278,272 29.14 41.00

17,793,241 12,008,125 5,785,116 1.39 0.65

13,971,134 9,463,951 4,507,183 1.09 0.50

7,318,951 5,764,077 1,554,874 0.57 0.17

143,875,545 19,614,624 124,260,921 11.27 13.87

93,132,399 20,789,111 72,343,288 7.30 8.08

6,760,119 2,374,422 4,385,697 0.53 0.49

(1)
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合 計 交通安全対策特別交付金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

県 税

一般財源内訳

警 察 本 部

教 育 庁

土 木 部

農 林 水 産 部

産 業 戦 略 部

立 地 推 進 部

寄 附 金

入 金

越 金

収 入

繰

繰

諸

(2)

15,361,245 11,057,866 4,303,379 1.20 0.48

104,247,708 97,851,110 6,396,598 8.17 0.71

41,641,942 23,933,978 17,707,964 3.26 1.98

106,063,948 80,368,846 25,695,102 8.31 2.87

283,190,033 84,603,519 198,586,514 22.19 22.17

67,496,252 7,947,907 59,548,345 5.29 6.65

438,011,395

148,876,623

62,548,192

1,800,000

203,376,000

1,276,512,083 380,741,310 895,770,773 699,000

900,000

24,154,966

5,573,477

9,831,120
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事 項 予 算 額 特 定 財 源 一 般 財 源

県 議 会 事 務 局

監 査 委 員 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

労 働 委 員 会 事 務 局

会 計 事 務 局

総 額 に 対 す る 比

千円）（単位

％％

予 算 額 一 般 財 源

総 務 部

政 策 企 画 部

県 民 生 活 環 境 部

防 災 ・ 危 機 管 理 部

営 業 戦 略 部

福 祉 部

保 健 医 療 部

２． 令和７年度 一　般　会　計　補 正 予　算　各　部　局　別　一　覧 （今回分）

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

1,534,196 1,534,196 － 　12.44 　0.00

593,952 593,952 － 　4.81 　0.00

－ － － 　0.00 　0.00

(3)
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警 察 本 部

教 育 庁

土 木 部

農 林 水 産 部

産 業 戦 略 部

立 地 推 進 部

合 計

(4)

－ － － 　0.00 　0.00

812,630 806,576 6,054 　6.59 　1.06

546,991 434,562 112,429 　4.43 　19.60

5,459,976 5,029,052 430,924 　44.25 　75.14

3,390,584 3,366,514 24,070 　27.48 　4.20

－ － － 　0.00 　0.00

一般財源内訳

繰 越 金　 573,477

12,338,329 11,764,852 573,477
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一 般 会 計 補 正 予 算 概 要



（単位 千円）

┌─────────┬──────┬──────┬──────┬──────────┐
│ 事 項 │ 予 算 額 │ 特定財源種目金額 │ 一 般 財 源 │ 備 考 │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│道路建設課 │ │ │ │ │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 道路橋梁改築費 │ │ │ │ │
│ ├──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 地方道路整備費 │ 415,058 │国庫支出金 226,785│ 18,873 │ 道路改良費 │
│ │ │県債 169,400│ │ 工事費 412,337 │
│ │ │ 計 396,185│ │ 国補（５．５／１０）等 │
│ │ │ │ │ 原因者負担（１０／１０） │
│ │ │ │ │ (現計 22,322,560) │
│ │ │ │ │ 事務費 2,721 │
│ │ │ │ │ 原因者負担（１０／１０） │
│ │ │ │ │ (現計 1,027,471) │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│道路維持課 │ │ │ │ │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 道路橋梁維持費 │ │ │ │ │
│ ├──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 地方道路整備費 │ 1,120,000 │国庫支出金 602,667│ 19,933 │ 地方道路整備費 │
│ │ │負担金 73,000│ │ 工事費 1,113,902 │
│ │ │県債 424,400│ │ 国補（５．５／１０）等 │
│ │ │ 計 1,100,067│ │ (現計 11,411,536) │
│ │ │ │ │ 事務費 6,098 │
│ │ │ │ │ (現計 439,464) │
└─────────┴──────┴──────┴──────┴──────────┘

土木部 (17)
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(18)

┌─────────┬──────┬──────┬──────┬──────────┐
│ 道路直轄事業負担金 │ 2,435,500 │県債 2,192,000│ 243,500 │ 道路直轄事業負担金 │
│ │ │ │ │ 新直轄費 2,342,500 │
│ │ │ │ │ (現計 2,407,500) │
│ │ │ │ │ 交通安全第２種 90,500 │
│ │ │ │ │ (現計 105,500) │
│ │ │ │ │ 電線共同溝 2,500 │
│ │ │ │ │ (現計 400,000) │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│道路維持課計 │ 3,555,500 │国庫支出金 602,667│ 263,433 │ │
│ │ │負担金 73,000│ │ │
│ │ │県債 2,616,400│ │ │
│ │ │ 計 3,292,067│ │ │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│河川課 │ │ │ │ │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 海岸保全費 │ │ │ │ │
│ ├──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 海岸保全施設整備事業費 │ 7,200 │国庫支出金 3,600│ 300 │ 海岸保全施設整備事業費 │
│ │ │県債 3,300│ │ 工事費 7,200 │
│ │ │ 計 6,900│ │ 国補（１／２） │
│ │ │ │ │ (現計 336,800) │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 治水直轄事業負担金 │ 1,223,918 │県債 1,101,400│ 122,518 │ 治水直轄事業負担金 │
│ │ │ │ │ 治水直轄事業費 1,182,707 │
│ │ │ │ │ (現計 6,509,000) │
│ │ │ │ │ 河川等災害復旧事業費 41,211 │
│ │ │ │ │ (現計 119,885) │
└─────────┴──────┴──────┴──────┴──────────┘

- 18 -



┌─────────┬──────┬──────┬──────┬──────────┐
│河川課計 │ 1,231,118 │国庫支出金 3,600│ 122,818 │ │
│ │ │県債 1,104,700│ │ │
│ │ │ 計 1,108,300│ │ │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│港湾課 │ │ │ │ │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│ 港湾直轄事業負担金 │ 258,300 │県債 232,500│ 25,800 │ 直轄港湾改修事業負担金 │
│ │ │ │ │ 鹿島港建設費 258,300 │
│ │ │ │ │ (現計 220,500) │
├─────────┼──────┼──────┼──────┼──────────┤
│土木部計 │ 5,459,976 │国庫支出金 833,052│ 430,924 │ │
│ │ │分担金及び負担金 73,000│ │ │
│ │ │県債 4,123,000│ │ │
│ │ │ 計 5,029,052│ │ │
└─────────┴──────┴──────┴──────┴──────────┘

土木部 (19)
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一 般 会 計 予 算 繰 越 明 許 費 概 要



計会般一 (23)

6 ．　令和 7年度　一般会計予算繰越明許費概要

� （単位　千円）

事　　　　　　　　　　項 予　　算　　額 特定財源種目金額 一　 般　 財　 源 備　　　　　　　　　考

資源循環推進課

　廃棄物対策費

　　廃棄物対策費 2,628,000 県債 � 2,365,200 262,800 産業廃棄物処理施設確保対策費

　予算計上額 � 9,201,690

　本年度支出所要額 � 6,573,690

　残　　　額�  2,628,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 2,628,000

産地振興課

　農作物対策費

　　農産振興対策費 17,700 国庫支出金 � 17,700 － 農産振興対策事業費

　予算計上額 � 25,311

　本年度支出所要額 � 7,611

　残　　　額 � 17,700

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 17,700

- 23 -


線



(24)

水産振興課

　水産基盤整備費 394,640 国庫支出金	 180,920

負担金	 49,276

県債	 133,000

　計	 363,196

31,444

　　広域漁港整備事業費 310,000 国庫支出金	 155,000

負担金	 33,300

県債	 109,500

　計 � 297,800

12,200 波崎漁港

　予算計上額 � 585,000

　本年度支出所要額 � 275,000

　残　　　額 � 310,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 310,000

　　漁港施設整備事業費 20,000 負担金 � 5,000 15,000 波崎漁港

　予算計上額 � 137,908

　本年度支出所要額 � 117,908

　残　　　額 � 20,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 20,000

　　水産基盤ストックマネジメント事業

　　費

51,840 国庫支出金	 25,920

負担金	 7,776

県債	 16,300

　計	 49,996

 1,844 久慈漁港

　予算計上額 � 356,300

　本年度支出所要額 � 304,460

　残　　　額 � 51,840

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 51,840

- 24 -


線



計会般一 (25)

　　漁港開港対策事業費 12,800 負担金	 3,200

県債	 7,200

　計	 10,400

2,400  大津漁港

　予算計上額 � 75,000

　本年度支出所要額 � 62,200

　残　　　額 � 12,800

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 12,800

農林水産部計 412,340 国庫支出金 � 198,620

分担金及び負担金 � 49,276

県債 � 133,000

　計 � 380,896

31,444

道路建設課

　道路橋梁改築費  13,907,466 国庫支出金	 7,034,910

県債	 5,827,200

　計 � 12,862,110

1,045,356

　　地方道路整備費 13,289,391 国庫支出金 	  7,034,910

県債 	 5,642,100

　計 	 12,677,010

612,381 那珂郡東海村船場地区ほか

　予算計上額 � 23,765,089

　本年度支出所要額 � 10,475,698

　残　　　額 � 13,289,391

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 13,289,391

　　県単道路改良費 618,075 県債	 185,100 432,975 土浦市大畑地区ほか

　予算計上額 � 1,244,411

- 25 -
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(26)

　本年度支出所要額 � 626,336

　残　　　額 � 618,075

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 618,075

道路維持課

　道路橋梁維持費 13,868,049 国庫支出金 � 3,853,304

負担金 � 417,000

県債 � 4,815,500

　計 � 9,085,804

4,782,245

　　地方道路整備費 7,515,264 国庫支出金	 3,853,304

負担金 � 417,000

県債	 2,717,700

　計	 6,988,004

527,260 つくば市上郷地区ほか

　予算計上額 � 12,971,000

　本年度支出所要額 � 5,455,736

　残　　　額 � 7,515,264

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 7,515,264

　　道路補修費 5,593,809 県債	 1,989,000 3,604,809 小美玉市川戸地区ほか

　予算計上額 � 9,745,009

　本年度支出所要額 � 4,151,200

　残　　　額 � 5,593,809

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 5,593,809 

　　交通安全施設費 758,976 県債	 108,800 650,176 常陸大宮市小野地区ほか
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計会般一 (27)

　予算計上額 � 1,324,060

　本年度支出所要額 � 565,084

　残　　　額 � 758,976

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 758,976

河川課

　河川改良費 1,706,058 国庫支出金	 673,316

負担金	 239,990

県債	 718,400

　計	 1,631,706

74,352

　　国補河川改修事業費 1,647,058 国庫支出金	 654,200

負担金 	 228,780

県債	 692,600

　計	 1,575,580

71,478 水戸市見川地区ほか

　予算計上額 � 4,970,755

　本年度支出所要額 � 3,323,697

　残　　　額 � 1,647,058

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 1,647,058

　　ダム堰堤改良事業費 59,000 国庫支出金	 19,116

負担金	 11,210

県債	 25,800

　計	 56,126

2,874 花貫ダム

　予算計上額 � 153,336

　本年度支出所要額 � 94,336

　残　　　額 � 59,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 59,000

- 27 -



(28)

　河川維持費

　　河川防災費 1,399,667 県債	 1,379,600  20,067 笠間市上加賀田地区ほか

　予算計上額 � 4,665,556

　本年度支出所要額 � 3,265,889

　残　　　額 � 1,399,667

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 1,399,667

　砂防費 280,000 国庫支出金	 70,000

負担金	 23,800

県債	 178,900

　計	 272,700

7,300

　　通常砂防費 22,000 国庫支出金	 11,000

県債	 9,900

　計	 20,900

1,100 日立市田尻町地区ほか

　予算計上額 � 82,555

　本年度支出所要額 � 60,555

　残　　　額 � 22,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 22,000

　　国補急傾斜地崩壊対策事業費 134,000 国庫支出金	 59,000

負担金	 13,400

県債	 55,400

　計	 127,800

6,200 鹿嶋市武井地区ほか

　予算計上額 � 501,600

　本年度支出所要額 � 367,600

　残　　　額 � 134,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 134,000
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計会般一 (29)

　　県単急傾斜地崩壊対策事業費 104,000 負担金	 10,400

県債	 93,600

　計	 104,000

－ 笠間市仁古田地区ほか

　予算計上額 � 390,075

　本年度支出所要額 � 286,075

　残　　　額 � 104,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 104,000

　　県単砂防費 20,000 県債	 20,000 － 桜川市真壁町羽鳥地区ほか

　予算計上額 � 77,611

　本年度支出所要額 � 57,611

　残　　　額 � 20,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 20,000

　海岸保全費 141,300 国庫支出金	 23,700

県債	 111,100

　計	 134,800

6,500

　　海岸防災費 94,000 県債	 89,800 4,200 鉾田市大竹地区ほか

　予算計上額 � 348,156

　本年度支出所要額 � 254,156

　残　　　額 � 94,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 94,000

　　海岸保全施設整備事業費 47,300 国庫支出金	 23,700

県債	 21,300

2,300 北茨城市大津町五浦地区ほか

　予算計上額 � 359,689
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(30)

　計	 45,000 　本年度支出所要額 � 312,389

　残　　　額 � 47,300

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 47,300

河川課計 3,527,025 国庫支出金	 767,016

負担金	 263,790

県債	 2,388,000

　計	 3,418,806

108,219

港湾課

　港湾建設費

　　国補統合補助事業費 162,000 国庫支出金	 54,000

県債	 43,200

　計	 97,200

64,800 茨城港日立港区

　予算計上額 � 1,534,686

　本年度支出所要額 � 1,372,686

　残　　　額 � 162,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 162,000

都市局都市整備課

　公園事業費

　　国補公園事業費 317,028 国庫支出金	 107,514

県債	 141,700

67,814 取手市中田地区ほか

　予算計上額 � 930,527
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計会般一 (31)

　計	 249,214 　本年度支出所要額 � 613,499

　残　　　額 � 317,028

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 317,028

都市局下水道課

　都市計画総務費

　　市町村公共下水道受託事業費 218,800 諸収入	 218,800 － 市町村公共下水道受託事業費

　予算計上額 � 630,000

　本年度支出所要額 � 411,200

　残　　　額 � 218,800

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 218,800

都市局住宅課

　国補住宅費

　　公営住宅建設費 260,000 国庫支出金	 130,000

県債	 129,800

　計	 259,800

200 公営住宅建設費

　予算計上額 � 1,536,459

　本年度支出所要額 � 1,276,459

　残　　　額 � 260,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 260,000
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(32)

土木部計 32,260,368 国庫支出金	 11,946,744

分担金及び負担金

	 680,790

諸収入	 218,800

県債	 13,345,400

　計	 26,191,734

6,068,634

合　　　　　計 35,300,708 国庫支出金	 12,145,364

分担金及び負担金

	 730,066

諸収入	 218,800

県債	 15,843,600

　計	 28,937,830

6,362,878
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特 別 会 計 予 算 繰 越 明 許 費 概 要



計会別特 (33)

7 ．　令和 7年度　特別会計予算繰越明許費概要

� （単位　千円）

事　　　　　　　　　　項 歳 出 予 算 額
歳 入 予 算 額
特定財源種目金額

備　　　　　　　　　考

立地整備課

　鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計

　　鹿島都市整備事業費 1,277,959 繰越金 � 1,277,959 奥野谷浜地区整備事業費

　予算計上額 � 2,542,320

　本年度支出所要額 � 1,264,361

　残　　　額 � 1,277,959

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 1,277,959

港湾課

　港湾事業特別会計

　　港湾建設費 1,755,000 諸収入	 105,000

県債	 1,650,000

　計 	 1,755,000

茨城港常陸那珂港区ほか

　予算計上額 � 6,287,200

　本年度支出所要額 � 4,532,200

　残　　　額 � 1,755,000

　不　用　額� －

　繰　越　額 � 1,755,000
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企 業 会 計 補 正 予 算 概 要



計会業事道水下画計市都海臨島鹿 (35)

8 ．　令和 7年度　鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算概要

（ 1） 収益的収入及び支出� （単位　千円）

事　　　　　　　　　　項 支　出　予　定　額 収　入　予　定　額 差引純損（△）益 備　　　　　　　　　　考

事業費用 28,400 営業外収益 � 7,100 � △ 21,300　

� ��利益剰余金��

営業費用

　管渠ポンプ場処理場費 � 28,400

（現計 � 673,848）

（ 2） 資本的収入及び支出� （単位　千円）

事　　　　　　　　　　項 支　出　予　定　額 収　入　予　定　額 差引不足（△）額 備　　　　　　　　　　考

資本的支出 53,700 国庫補助金 � 13,425

企業債 � 26,800

　計 � 40,225

� △ 13,475　

�過年度分損益勘定留保��
｜� ｜
�資金 � 13,475�

建設改良費

　工事費 � 53,700

（現計 � 1,169,400）
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計会業事道水下域流 (37)

9 ．　令和 7年度　流域下水道事業会計補正予算概要

（ 1） 収益的収入及び支出� （単位　千円）

事　　　　　　　　　　項 支　出　予　定　額 収　入　予　定　額 差引純損（△）益 備　　　　　　　　　　考

事業費用 198,864 営業外収益 � 99,432 � △ 99,432　

�利益剰余金� △ 310,552�
｜� ｜
｜当年度分損益勘定留保�｜
｜� ｜
�資金 � 409,984�

営業費用

　管渠ポンプ場処理場費 � 198,864

（現計 � 3,473,526）

（ 2） 資本的収入及び支出� （単位　千円）

事　　　　　　　　　　項 支　出　予　定　額 収　入　予　定　額 差引不足（△）額 備　　　　　　　　　　考

資本的支出 849,804 国庫補助金 � 499,109

企業債 � 176,500

負担金 � 176,710

　計 � 852,319

� 2,515　

�当年度分損益勘定留保��
｜� ｜
｜資金� △ 228,589｜
｜� ｜
｜過年度分損益勘定留保�｜
｜� ｜
�資金 � 226,074�

建設改良費

　工事費 � 849,804

（現計 � 2,873,199）
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条 例 そ の 他 の 概 要



他のそ例条 (39)

10．　条例その他の概要

（ 1） 茨城県公告式条例の一部を改正する条例

地方自治法の一部改正を踏まえ、所要の改正をしようとするものである。

（ 2） 茨城県地方港湾審議会条例の一部を改正する条例

港湾法の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。

（ 3） 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正を踏まえ、所要の改正をしようとするものである。

（ 4） 警察官等に対する被服の支給及び装備品の貸与に関する条例の一部を改正する条例

警察法施行令の一部改正等を踏まえ、所要の改正をしようとするものである。

（ 5） 県有財産の取得について

空港地上支援車両として、防除雪氷作業車を東京都千代田区神田駿河台四丁目 6番地第一実業株式会社代表取締役船渡雄司から予定価格 1億 967 万円で取得しようとするも

のである。

（ 6） 県有財産の売却処分について

事業用地として、常陸太田市宮の郷町 473 番 50 ほか１筆の土地 45,288.79 平方メートルを予定価格 3億 4,131 万 3,313 円で株式会社北越マテリアル代表取締役荒井芳晴に売

却しようとするものである。
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四角形



他のそ例条 (41)

（10） 工事請負契約の変更について（古河警察署建設工事）

古河警察署建設工事について、神栖市賀 2108 番地 8常総・森田特定建設工事共同企業体代表者常総開発工業株式会社代表取締役石津弘敏と 25 億 6,630 万円をもって、請負

契約を締結し工事を実施中のところ、公共工事設計労務単価の改定に伴う特例措置により、請負代金に変更が生じたため、1,320 万円を増額し、25 億 7,950 万円をもって、請

負契約の変更をしようとするものである。

（11） 県が行う建設事業に対する市の負担額について

令和 7年度において県が行う奥久慈グリーンライン林道整備事業等に対する市の負担について、地方財政法の規定に基づき、その額を定めようとするものである。

（12） 県が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について

令和 7年度において県が行う土地改良事業に対する市町村の負担について、土地改良法等の規定に基づき、その額を定めようとするものである。

（13） 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について

令和 7年度において県が行う河川事業等に対する市町村の負担について、地方財政法等の規定に基づき、その額を定めようとするものである。

（14） 権利の放棄について（公費負担医療に係る診療報酬返還金）

公費負担医療に係る診療報酬返還金のうち、回収不能の債権について、権利の放棄をしようとするものである。

（15） 権利の放棄について（県営住宅の使用料等）

時効の到来した県営住宅の使用料等のうち、回収不能の債権について、権利の放棄をしようとするものである。

（16） 令和 6年度茨城県公営企業会計に係る資本剰余金の処分及び資本金の額の減少について

地方公営企業法第 32 条第 3項及び第 4項の規定に基づき、茨城県水道事業会計の資本剰余金の処分及び資本金の額の減少をしようとするものである。

（17） 令和 6年度茨城県公営企業会計に係る利益の処分について

地方公営企業法第 32 条第 2項の規定に基づき、茨城県水道事業会計外 5会計の利益の処分をしようとするものである。
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四角形


四角形



専 決 処 分 概 要



分処決専 (43)

11．　専決処分概要

1 ．地方自治法第 179 条第 1項の規定に基づくもの

（ 1）　和解について（令和 7年 7月 15 日専決処分）

令和 6年 11 月１日（金）小美玉市中野谷 338 番地地先国道上で発生した交通事故に対し、和解しようとするものである。

（ 2）　損害賠償の額の決定について（令和 7年 7月 31 日専決処分）

令和 6年 12 月 22 日（日）筑西市岡芹 2022 番地地先国道上で発生した自動車破損事故に対し、損害賠償の額を定めようとするものである。

（ 3）　和解について（令和 7年 8月 19 日専決処分）

令和 7年 2月 5日（水）水戸市南町 3丁目 4番 14 号駐車場内で発生した交通事故に対し、和解しようとするものである。

（ 4）　損害賠償の額の決定について（令和 7年 9月 9日専決処分）

令和 7年 2月 21 日（金）常陸大宮市東野 4390 番地の 1地先県道上で発生した自動車破損事故に対し、損害賠償の額を定めようとするものである。
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